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員 100人以上で漁獲高が 20,000円以上の組合で、年額給与が 1,800円以上の理事者を置き、漁獲高の 1/3以上を共同販売す
る組合に対し、3 年間、年 540 円を補助し、また、新設組合に 500 円を交付することにした。実際、1922 年には 17、既設





が進んだ。1936年には、組合数は 194となり、組合員数は 130,700人（1戸 1人）で、総漁業戸数の 78%になった 11。
この改正について、吉田敬市は、それまでの朝鮮の漁業法制度は日本の漁業法を模倣したものであったが、1930年施行の
法制度は日本の漁業法改正を促す独自性を持っていたと評価している 12。このような評価を受けるほどの斬新なものであっ
たが、その内容は漁業権の財産としての性質を強化し、完全な物権とするというもので、明治漁業法の特徴を受け継いだも
のであった。
なお、独立後の現代の韓国では、免許漁業、許可漁業、申告漁業があり、免許漁業の一部に村漁業がある 13。漁業権は 10
年間有効で、継続が可能である。こうした現代の韓国漁業制度は独立前の制度を引き継いでいるように思われる。
Ⅳ　結び
実際の施行過程を見れば、明治漁業法も朝鮮漁業令も漁業権の物権としての規程に見られる漁業権制度と、専用漁業権を
認められた漁業組合の制度が密接に結びついている。しかし、朝鮮での法制度の整備過程や漁業組合の結成の進行過程から
わかるように、専用漁業権、特に慣行専用漁業権を漁業組合に付与することは日本の漁業制度の一側面であったが、それな
しに、他の部分を導入することもできた。日韓併合以前に導入された制度はそのようなものであった。これは樺太での漁業
制度展開と同様である。
明治漁業法は、漁業権の物権化を前提とするという特徴を持ち、これにより漁業制度の近代的な秩序を維持し、近代漁業
の発展をうながした。そしてまた同じ特徴により、伝統的な漁村の慣行を法体系のなかに取り込んだのである。しかし、こ
れらの二側面は分離することが可能だったのである。朝鮮における漁業法制度の展開と漁業組合の結成の様相は、このよう
な点を示している。
ところで、日本の漁業法とコミュニティー・ベースト・マネジメントやコ・マネジメントとの親和性があることは周知で
あるが 14、それは明治漁業法以来の日本の漁業法が持つ特徴の一面であることが留意されなければならない。明治漁業法に
も貫かれているその特徴は、伝統的な漁業関係を近代的な制度に組み入れるための仕組みであり、それとは別に近代漁業発
展の基盤があった。そしてまた伝統漁業と近代漁業の双方にわたってその実施を権利化し、財産として取り扱う制度が構築
されていた。
引用文献
1 吉田敬市『朝鮮水産開発史』朝水会、1954年。水友会編『現代韓国水産史』同、1987年等参照。
2 小岩信竹「日本統治下の樺太における漁業制度の転換」漁業経済学会ディスカッションペーパー、2003年。
3 吉田、前掲書、158頁。
4「韓国漁業法」『大日本水産会報』315、1908年所収、pp.15-18。
5「朝鮮漁業令」『大日本水産会報』346、1911年所収、pp.34。
6「朝鮮漁業令施行規則」『大日本水産界会報』346、1911年所収、pp.35-39。
7 樫谷政鶴「講究を要する朝鮮水産問題の二、三」『朝鮮の水産』11、1925年所収、p.2-3。
8 石川斎四郎「朝鮮の漁業組合」『朝鮮の水産』1、1924年所収、p.43。
9 同前、p.44。
10「朝鮮漁業令」『水産界』556、1929年所収、p.44。
11 朝鮮総督府『昭和十二年　朝鮮の水産業』、1938年所収、p.82。
12 吉田前掲書、p.443。
13 宋政憲「韓国の漁業制度と漁業管理」『漁業経済研究』48-3、2004年所収参照。
14 松田恵明「「国連ミレニアム開発目標 (MDGs)」への責任ある漁業の貢献」『漁業経済研究』52-1、2007年所収等参照。

